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は　じ　め　に

　わが国の軍事費，すなわち防衛関係費は９０年代後半以降，５兆円近い規模（２００１年予算，４ ．９５兆

円）となっている。広義の安全保障経費はこれにＯＤＡ予算１兆円余（２００１年
，１ ．０１兆円），財政

投融資による借款６２３７億円（２０００年）が加わるから，その規模は約６．６兆円に達する 。１９７０年代以

降わが国の軍事費は増勢をたとり ，軍事力は着実に強化されてきたが，他方では対ＧＮＰ比でほ

ぼ１％の水準を維持し，国際的にみると相対的に低い軍事費負担であったといえる 。それは東ア

ジアにおけるパクス ・アメリカーナ，より直接的には日米安保体制によって規定されるとともに ，

これに対する経済的分担の表現である 。

　本稿は最近のわが国軍事財政，さらに２１世紀初頭の動向を分析，評価することを主題とする 。

そのための課題は次の２点である。冷戦終結後，パクス ・アメリカーナや日米安保体制は新しい

性格を付与され，新段階を画している 。これによってほとんどの諸国で一国の軍事財政，軍事力

の意義は大きく転換したのであるが，他面で両者がこれに先行する時期の継続性をもつことも事

実である。したがって新しい段階における軍事財政の本質を明らかにするためには，冷戦終結期

の総括が不可欠の作業となる。これが第１である 。

　第２に，パクス ・アメリカーナや日米安保体制の規定性と変容，及び国内的基礎との関係にお

いて８０年代後半から９０年代にかけての軍事財政の特質を解明する。第２次大戦後の軍事財政は２０

世紀前半期と異なってほとんどの場合，集団安全保障，多くの資本主義諸国にとってはパクスア

メリカーナの一環に他ならない。このことは基軸国アメリカが西側同盟の軍事費の相当部分を肩

代わりし，他の同盟諸国の軍事費，軍事力は補完的かつ従属的であることを意味する。同時にそ
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れは西側諸国の経済成長や福祉国家の形成，維持の重要な条件となってきた。他方でわが国防衛

費の膨張と軍事力強化の意義を単にアメリカの要請，ないし強制ではなく ，日本の経済大国化や

多国籍企業化した主要企業の本格的な対外進出にその必然性があることをふまえて明らかにす

よ

１． 高度成長期 ・軍事財政の概観

　冷戦期の軍事財政といっても４０年有余に及び，５０年代，６０年代，７０年代，８０年代はそれぞれの

特徴を刻印されている 。冷戦終結期とは１９８０年代をさすが，この時期米ソ両国を中心とした東西

両同盟が厳しい軍事的対立と大軍拡競争を行った後，幕引きへの歩みが始まり８９年のマルタにお

ける米ソ首脳会談において冷戦終結が宣言された。９０年代以後，パクス ・アメリカーナと ，その

下でのわが国軍事財政は量質ともに新しい性格を持つに至る。ここではまず冷戦期の概観を簡単

に整理しておく
。

　日本の再軍備は朝鮮戦争下で警察予備隊（１９５０．７５０００名）の創設によって開始され，保安隊
（１９５２）を経て１９５４年に陸，海，空の３自衛隊が発足して形を整えた。１９５８年から７６年にかけて

第１次～４次（１８年問）の防衛力整備計画が策定され，それにしたがって軍事力が着実に強化さ

れてきた 。

　８０年代以前については，概ね相対的低軍事費 ・低軍事力として総括できる 。この点は直近の７０

年代における軍事費の大きさ，その推移について確かめられる。防衡関係費（以下，単に防衛費 ，

又は軍事費と呼ぶ）は７０年の５６９５億円（当初予算，以下同じ）から ，７５年の１兆３２７３億円（７０年比
，

２・ ３倍）・８０年の２兆２３０２億円（同３．９倍）へと金額のうえでは大幅に増大している 。ここでは７０年

の絶対額が小さいことを考慮する必要があるし，他の指標から見ても相対的に低位である。防衡

費の対前年伸び率は，この１０年間つねに一般歳出（歳出総額から地方財政比，国債費を除く支出）の

それを下回 っているし，７０年代後半の５年問平均では後者が１４．３％であるのに対し，前者は
１１ ・Ｏ％と３・３％下回っていた。したがって一般歳出に占めるその割合は７０年代前半８～９％程度

であったのに対し，後半には７％余まで低下するのである。対ＧＮＰ比は前半期の平均Ｏ ．８４％
，

後半の平均はＯ．９０％であった。広義の安全保障費の性格を持つ．ＯＤＡ（政府開発援助）についても
，

一般歳出比はほぼ１％余であり ，８０年代後半の２％前後と水準と比べるとかなり低かったのであ

る（表１参照）。

　５０年代から７０年代の時期，日本は生産性の高い重化学工業の発展と民間設備投資に主導されて
，

高度経済成長を達成し，経済力の急速な拡大に成功した。公共支出，租税負担（社会保険負担を含

む）がヨーロッパ諸国と比べて１０％余も低かったことはその一般的基礎となったが，財政支出が

重化学工業の太平洋岸ベルト地帯への立地に欠かせないインフラ整備に重点化されたこと，法人

税負担の低位水準，大企業の内部蓄積に対する税制上の優遇が重要な促進要因であった。それは

道路港湾整備を中心とする公共事業費は局度成長期，歳出総額の２０％，一般歳出比２５％を超えて

いたのに対し，社会保障費はそれぞれ１５％，２０％に満たなかったことに表れている 。

　これが可能となったのはヨーロッパの福祉国家と比較して社会保障負担ないし移転支出のウェ
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　　表１　防衛関係費の推移と指標

３

（単位 ：億円，％）

年度 当初 伸率
一般歳出

対ＧＤＰ比
対一般 対一般

予算額 伸　率 歳出費 会計比
決算額

億円 ％ ％ ％ ％ ％ 億円 指数

四
１９７２ ８， ００２ ！９ ．３ ２５ ．２ ０． ８８ ９． ０８ ６． ９８ ８， １３４

７３ ９， ３５５ １６ ．９ ２２ ．５ ０． ８５ １
８． ６６ ６． ５５ ９， ６０８

次 ７４ １０ ，９３０ １６ ．８ １９ ．Ｏ Ｏ． ８３ ８． ５０ ６． ３９ １２ ，３４２

防 ７５ １３ ，２７３ ２１ ．４ ２３ ．２ Ｏ． ８４ ８． ３８ ６． ２３ １３ ，９６８

７６ １５ ，１２４ １３ ．９ １８ ．８ Ｏ． ９０ ８． ０４ ６． ２２ １５ ，３１１

１９７７ １６ ，９０６ １１ ．８ １４ ．５ Ｏ． ８８ ７． ８５ ５． ９３ ！７ ，１３６

７８ １９ ，０１０ １２ ．４ １９ ．２ Ｏ． ９０ ７． ４０ ５． ５４ １８ ，８１！

７９ ２０ ，９４５ １Ｏ ．２ １３ ．９ Ｏ． ９０ ７． １６ ５． ４３ ２０ ，８０３

８０ ２２ ，３０２ ６． ５ ５． １ ０． ９０ ７． ２６ ５． ２４ ２２ ，７２０ １００

８１ ２４ ，ＯＯＯ ７． ６ ４． ３ Ｏ． ９１ ７． ４９ ５． １３ ２４ ，６４８

８２ ２５ ．８６１ ７． ８ １． ８ Ｏ． ９３ ７． ９３ ５． ２１ ２５ ，９５４
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・． ・一 △・ ．・ 　・．…ｌ　ｌ・ ．・・
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、 １９９１ ４３ ，８６０ ５． ５ ４． ７ Ｏ． ９５４ ；
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一
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　９８　　　　　４９ ．３９７

　９９　　　　　４９ ．３２２

２０００　　　　　４９ ，３５８

△Ｏ ．２

△Ｏ ．２

　０ ．１

△１ ．３

　５ ．３

　２ ．６

Ｏ． ９３８

０． ９７８

０． ９７５

１１ ．０９

１０ ．５２

１０ ．２６

６． ３６　　　　　４９ ，５６ユ

６． ０３　　　　　 －

５． ８１　　　　　 一

２１８

（注）１９９７年度以降は ，ＳＡＣＯ関連経費を含む 。

（出所）財政政策研究会編『財政データブック』平成１２年版，『一般会計決算参照書』により作成 。

イトが著しく低かったことによるとともに，前述のように日米安保体制下でアメリカが東アジア

の安定に要する軍事費，核軍事力の基幹部分を担ったことが大きな要因である 。

　高度成長期にも広義の福祉国家形成の萌芽がみられたが，７０年代になると杜会保障費は高い伸

び率を示し，福祉国家財政の特徴が顕著となる 。それは特に７２年から７５年にかけて決算べ一スで

年平均３２ ．７％増加し，総額は７３年に２ ．４８兆円（決算，全歳出の１６ ．８％），７５年４ ．６１兆円（同 ，２２
．１％）

となった。７６～７８年には５ ．４４兆円（同２２．２％）から７ ．５７兆円（同 ，２２．２％）へと ，年平均１８
．Ｏ％で

増加した。７９年以降，その仲び率こそ抑えられるが，全歳出の２１～２２％の水準を維持していく 。

ここで強調しておきたいのは公債費の影響を除いた一般歳出に占める社会保障費のウェイトが ，

７５年に２８％，７６年に２９％を超え，７８年以降３０％台に達したことである。筆者はこの指標を福祉国

家財政の有力な指標として重視するからに他ならない（表２参昭）。

　ここでも軍事費やＯＤＡは金額のうえでは増加した。６０年代までと７０年代では経済の規模が異

なるから，その意義の違いを無視すべきではないが，８０年代との対比ではいずれも低位であった 。
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表２　防衛関係費の歳出及び一般歳出に占める割合

（決算単位 ：１Ｏ億円，％）

費目 全歳出 一般歳出 防衛費 ＯＤＡ 公共事業費 社会保障費

年度 Ｔ Ｇ Ａ Ａ／Ｔ％ Ａ／Ｇ％ Ｂ Ｂ／Ｔ％ Ｂ／Ｇ％ Ｃ Ｃ／Ｔ％ Ｃ／Ｇ％ Ｄ Ｄ／Ｔ％ Ｄ／Ｇ％

１９７１ ９， ５６１ ７， ２６２ ６９３ ７． ２ ９．
５ ９９ １．

Ｏ １．
４ ユ， ９０６ １９ ．９ ２６ ．３ １， ４９５ １５ ．６ ２０ ．６

７２ １１ ，９３２ ９， １ユ３ ８１３ ６．
８ ８． ９ １１９ １．

Ｏ ！．
３ ２， ６２３ ２２ ．０ ２８ ．８ １， ８８０ ！５ ．８ ２０ ．６

７３ １４ ，７７８ １０ ，８８９ ９６０ ６．
５ ８． ８ １２３ ０．８ １． １ ２， ５６０ １７ ．３ ２３ ．５ ２， ４８３ １６ ．８ ２２ ．８

７４ １９ ，０９９ １４ ，０８６ １， ２３４ ６．
５ ８．

８ １６６ Ｏ． ９ １．
２ ３， ０７１ １６ ．１ ２１ ．８ ３， ５２６ １８ ．５ ２５ ．０

７５ ２０ ，８６０ １６ ，４２８ １， ３９６ ６． ７ ８．
５ １６７ ０．

８ ユ．
Ｏ ３， ４８７ １６ ．７ ２１ ．２ ４， ６１５ ２２ ．１ ２８ ．１

７１～７５ ６．
７

平　均

８． ９ Ｏ． ９ １．
２ １８ ．４ ２４ ．３ １７ ．８ ２３ ．４

８６ ５３ ，６４０ ３３ ，２４２ ３， ３３５ ６．
２ １Ｏ ．０ ５７４ １．

１ １．
７ ７， Ｏ０３ １３ ．１ ２１ ．１ ユ１ ，３７０ ２４ ．６ ３４ ．２

８７ ５７ ，７３１ ３４ ，７９４ ３， ４７８ ６． Ｏ １０ ．０ ６５２ １． １ １． ９ ７， ３８６ １２ ．８ ２１ ．２ １１ ，４９４ １９ ．９ ３３ ．０

８８ ６１ ，４７ユ ３６ ，４１０ ３， ６９２ ６．
Ｏ １０ ．１ ７２８ １．

２ ２． Ｏ ６， ６７６ １０ ．９ １８ ．３ １２ ，９８７ ２１ ．１ ３５ ．７

８９ ６５ ，８５８ ３８ ，８０５ ３， ９４５ ６．Ｏ ヱＯ ．２ ７６２ １． ２ ２． ０ ７， ４０５ １１ ．２ １９ ．１ ユ４２ ，１６６ ２１ ．５ ３６ ．５

９０ ６９ ，２６８ ３９ ，０２４ ４， ２７６ ６． ２ １１ ．０ ８１８ ユ．
２ ２． １ ６， ９５５ １０ ．０ １７ ．８ １２ ，７２５ １８ ．４ ３２ ．６

８６～９０ ６．
１ １０ ．３

平均

ユ．
２ ユ．

９ １１ ．６ ユ９ ．５ ２１ ．１ ３４ ．４

（出所）林健久 ・今井勝人 ・金澤史男編『日本財政要覧』（第５版，２００１）より作成
。

これに加えて公共事業費が７０年代末から，目立っては８０年代に低下傾向を示すが，これらが社会

保障費の拡大を財政的に支えたのである
。

　かくして局度成長に対して持ったのと同様の意味において，日米安保体制や相対的低軍事費は

福祉国家を形成，維持するうえで重要条件をなしたと言わねばならない。他方では，会杜主導型

という日本的特徴を持つ福祉国家であるが，これによって社会統合に成功したことは消極的であ
れ， 東アジアのパクス ・アメリカーナに対する政治的杜会的支持の基盤となったのである

。

２． 冷戦終結期以降の防衛費の膨張

　ベトナム戦争の終結の下で１９７０年代後半は，デタント（緊張緩和）の中にあったが，１９８０年前

後から新冷戦と呼ばれて東西間，米ソ間の軍事的対立が再ぴ激化する。これを背景に日本の軍事

財政は，８０年代を通じて一路拡大の道を進む。８５年に「第１次中期防衛力整備計画（８６－９０）」（以

下， 「中期防」と記す）が策定され以後，「第２次中期防（９１－９５）」「第３次中期防（９６－２０００）」を経

て， ２００１年度からは「第３次中期防（２００１－０５）」が実施に移されている。これらの計画によって

軍事力は着実に強化され，軍事費の膨張はこれに要する費用を確保するものであ った。ここでは ，

冷戦終結期である８０年代，及びそれ以降の軍事費の特徴を概括する 。

　防衛関係費の総額は８０年の２．２７兆円（決算，指数１００）から８５年３ ．２０兆円（同１４４），９０年には

４． ２７兆円（同１８８）にのぼった。この増勢は９７年の４ ．９７兆円（同２１９）まで続くが，９８年以降は４ ．９

兆円台で推移している 。９０年の防衡費４ ．２７兆円（決算）は８０年比約１ ．９倍であるが，９０年代に高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）原水準が維持されるものの，９１－２０００（予算）は１ ．１倍強であるから，その急伸ぶりがわかる 。

　軍事費の絶対水準，国民経済に対する負担の度合いを表す対ＧＮＰ比は７０年代の０８０～０９０％

程度（当初予算）から８１年以降次第に上昇し ，８４～８６年Ｏ ．９９％，８７～８９年にわずかながら１ ．ＯＯ％

を上回 った。すでに政府は「（旧）防衛計画の大綱」（１９７６）を閣議決定した直後に，防衛関係費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１５２）
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の総額を対ＧＮＰ比１％以内とすることを内外に宣言していた。防衡費の対ＧＮＰ比は７６年から

８１年まではほぼＯ ．９０％であり ，経済規模はなお拡大基調にあったから，この方針は当時にあって

はＧＮＰの１％まではそれを拡大しうるということであり ，その意思表明でもあった。それは８２

年以降年々上昇して８７年に１％を超えることが避けられなくなるや否や，廃止される 。これをめ

ぐって世論は賛否に２分されたが，この時点の１％枠は当初と違って軍事費の膨張 ・軍備拡張の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３つ
歯止めとして，一定の役割を果たすようになっていたからである 。

　「防衡費の一般歳出（全歳出から地方財政費と公債費を控除した支出）に占める地位」は，その財政

的負担の程度や意義を表す指標として最も適切であると考えられる。公債費は過去の支出である

元金の償還分と利子支払いからなり ，地方財政費（地方交付税交付金）は自治体の固有財源として

土木費（公共事業費）民生費（杜会保障費），教育文化費なとの支出にふり向けられていることをふ

まえると ，一般歳出が中央政府の責任にかかる実質的支出であると見なしてよいからである 。防

衛費の対前年伸び率は７０年代後半（７５－７９）の平均は１１．Ｏ％（当初予算）であるのに対して，一般

歳出全体のそれは１４ ．３％と３％余も低く ，又いずれの年をとっ ても下回っていた 。

　ところが８０年代には，いずれの年度についても防衛費の伸び率は全一般歳出のそれを上回る ・

８０年代前半（８１－８５）に前者の平均は７ ．１％であり ，後者の１ ．２％に対して５ ．９％も高く ，後半につ

いては前者が５ ．８％，後者が１ ．７％と４．１％も上回る。この結果，防衛費の対一般歳出比は７０年代

後半（７６－８０）に予算べ一スで７．５％（５年間平均）であったものが８０年代後半（８６－９０）には平均

１１ ．１％（決算べ一スでは１０．２％）と３．６％上昇したのである。９０年代もこの水準が堅持され，９８年

までは１１％台であるが，９９年以降は１０％台となっている（前出の表１ ，２参照）。

　同様のことは広義の安全保障費であるＯＤＡについてもあてはまる 。その実績は７０年代末から

増勢が目立ち ，７７年１４ ．２４億ドル，指数１００（円べ一ス３８２５億円
，１００）から８０年３３ ．５３億ドル，同

２３５（同７４９１億円 ，１９６），８５年３７ ．９７億ドル，同２６６（同９０５７億円 ，２３７），９０年９２ ．２１億ドル，同６４８

（同１兆３ ，３５１億円，３４９）である 。この増加傾向は９５年まで続き同年には１４４ ．８４億ドル ，同１０１７（同

１兆３６２５億円，３５６）に達し，９３年以降アメリカを抜いてＯＤＡの規模は第１位（２０００年現在）を堅

持している 。１９７７年から９５年にかけてドルベースでアメリカ１
．６倍，イギリス ，２ ．９倍，フランス

３． ７倍，ドイツ４ ．４倍であったのに対し，日本は１０．２倍にも拡大したのである。われわれはこの動

きから ，８０年代に財政的制約が強まり ，予算編成が抑制基調で推移した中で，軍事費やＯＤＡが

いかに突出して膨張したかを知るのである 。

　わが国の防衛関係費は所管上，防衛本庁に約９０％（２００１年予算４ ．３６兆円 ，８８ ．４％），防衛施設庁に

約１０％（同５７３０億円 ，１１ ．６％）配分される。本庁予算は年度によっ て若干の違いがあるが，概ね陸

上白衛隊に３８～３９％（同３７ ．８％），海上，航空各自衛隊にそれぞれ２３～２４％（２００１年，海上２３
・４％

・

航空２２ ．Ｏ％），技術研究本部などに４～５％配分されている 。

　防衡関係費は兵器，装備の性質と関わって国庫債務負担行為と継続費からなる「後年度負担」

（当該年度以降に予算計上を義務づけられる）の規模が大きいという特徴を持つ。正面装備である艦

船や航空機の建造，取得には通常２～５年を要するためにある年度に契約を行い，以後数年問に

わたりｒ歳出化経費」（これに見合う後年度負担額は減少する）として予算化するのである ・これは

次年度以降に確定した軍事費であり ，抑止力や他国への脅威の程度という点からは軍事費の実質

的な規模に含めておかねばならない。後年度負担は９０年に２兆９２６３億円，実際の予算額４兆１５９３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１５３）
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　表３　防衛関係費の構造

平成
９年度　　１０年度　 １１年度

平成

９年度　契約

当
年
度
に

歳
出
化
さ
れ
る

前
金

１２年度　 １３年度　 １４年度

　　１　１
　　４９

，３８８（０．３）

１０年度　　　契約

　　　単位：億円，％
　　　（）対則年度伸率
１５年度　 １６年度　 １７年度

　　　　　　　後年度負担額
　　　　　　（既定分 十新規分）
歳　　　　　　　　２９，６４７

出　　　　　　（△０．６）
化
経

１１年度　　　　　　契約

１２年度

費

丁契約　１７，６８９Ｌ（△０７）

１２，１７０

（△１ ．１）

１３年度
　１３５

契約
９，

４３１　　　　一
　　　　般（０．６）

　　　　物
　　　　件
　　　　費
　　　９

，２９６

１７，４７７

（△０．２）

物件費契約ぺ一ス　　　　 ２６，９０８

　　　　　　　　　（Ｏ
．１）

既

定

分

新

規

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）ＳＡＣＯ関係経費を除く 。

　　　（出所）防衛庁ホームページ（２００１年６月）による
。

億円と合わせると７兆０８５６億円という規模である 。ちなみに２００１年２兆９６４７億円（新規分１ ．７４億

円， 既定分１ ．２１兆円），予算額４兆９３８８億円との合計は７兆９０３５億円にのぼる。防衡費の分析，評

価においては，この仕組みを十分念頭におかなければならない（表３参照）。

　軍事力の内容，水準を規定する経費は正面装備の購入費であるが，そのほとんどは前年までの

契約分の「歳出化経費」として予算に計上される。主要兵器やそれにともなう後方装備の調達量

が多くなった８０年代には，その金額，ウェイトとも飛躍的に増大した。７０年代後半，予算に占め

るそのウェイトは１６～１７％から次第に上昇するものの８０年で２０．７％である 。ところが８１年の

２２ ．５％から８５年の２６．２％まで年々上昇し，８０年代後半の「第１次中期防衛力整備計画」（８６～９０
，

以下，第１次中期防と略す）の時期には２７～２８％水準へと７６～７８年と比べて１０％余も増大したので

ある 。その金額は７８年３２５８億円，８０年４６０９億円であったのに対し，８８～９０年に１兆円から１ ．１兆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１５４）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　表４　正面契約額の推移

　　　　　　　　　　　　　　　（５．１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）内伸び率，％

　　　　　　　　　　　　　　１０
，７２７

　　　　　　　　　　　　（４
．１）

（億円）　　　　　　（３４）１０２０７

１０Ｄ００　　（２．５）９３０５

　　　 （５２）９，４８３

　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＆９８５（▲ふ７）（１７）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＆３５２８４１０（▲５．１）（▲０２）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８

．２５０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７．９８０７，９６５（▲３
．１）

７，０００

６．０００

　　 １９８６　８７　　 ８８　　 ８９　　９０９１修正後９２　　 ９３　　 ９４　　９５　　 ９６　　 ９７　　 ９８　　９９　２０００

　　　　　　第１次巾期防　　　　　　　　　　第２次中期防　　　　　　　　　第３次中期防
　　　　　　 （８６～９０年度）　　　　　　　　　 （９１～９５年度）　　　　　　　　　 （９６～２０００年度）

（出所）竹内洋編『図説 ・日本の財政一平成１２年度版』２０００年７月 ，２１７頁による 。

表５　防衛関係費の使途別構成

　　　　　年度　　　９６（平８）　　 「　 ９７（平９）

区分　　　　　　　金額　　構成比　　金額　　構成比

人件 ・糧食費　２０ ．７６０　
４２ ，８　２１ ．２６０　 ４３ ．Ｏ

鴛浴ガ１ガｌｌゾｌｌ；
１１１１

１

施設整備費　
２． ２９１

　４
．７ 　２ ，１９４． 　４

．４；

維持費等・
，… 　１・．・・ ，…．

１…■

基地対策費　５ ．３５２　１１ ．０　５ ．３８４　１０
．９

ＳＡＣＯ関係経費　　　　　　　　　　６１ ■　Ｏ
．１

その他６６２１
．４６９６１１ ．４

当該年合計（Ａ） 　４８ ．４５５　１００
．Ｏ ！４９ ．４７５　１００ ．Ｏ

ｌ１

楓鮒了…ニペ、二ニニ

…」 既定分 　１！
・９２０

　　
！２ ・４０１

　４
・Ｏ

　く参考〉（Ａ）十（Ｂ）　　　　７８ ．８９５　　　　　　８０ ，８１４

　　　　　　　　　　　　　　（当初予算，単位 ：億円，％）

　　 ９８（平１０）　　 １　　 ９９（平１１）　　 ！　　 ＯＯ（平１２）

　金額　　構成比 ；金額　 、構成比　　金額　　構成比

　２１ ．７３９　４４ ，０　２１ ．６７４　４３９ ．２２ ．０３４　４４ ．６

：１ギｌｌｌ ！ｌｌ１箒． １１１

パｌｌゾ１：

１，

…１… ．１ ・…． …ｌ１
・・・・ 　…

…１・ ！… ・・ ６０１ ，１７
・４ －８・９０６１８ ・０

　５ ．２０６ 　！０，５１５ ．４０２１１１ ・０ 　５ ・４４７ －ｌｌ ・０

　　
１。。 　。．。１！。１■ ・．・　 １・・ 　Ｏ ．・

ｒ・！・ 　１・ｒ…■１ ．・

，… 　１ ．・

「４９ ，３９７ ．！ＯＯ．０４９
．３２２１１００

，０４９ ．３５８ 　１００
．Ｏ

ｆ，ニニ：：、伸

小１１；
■伸

、ｌ
ｆ申

、
１。
，。。。ｒ。 ．。１１。

、。。。△・ ．・１・
，・・１ 　一 ・． ・

　　　８０．３８９　　　　７９．８２９　　　　７９ ，１７７

（注）１装備品等購入費は，武器車両等購入費，航空機購人費，艦船建造費である 。

　２維持費等は，営舎費，被服費，訓練活動経費などである 。

　３　数字は，四捨五人による 。

（出所）『防衛白書』各年版より作成 。

円（９０年１兆！４０３億円）規模に拡大する 。それは９１年に１ ．２１兆円とピークとなったが，それ以降や

や減少し ，９８～２０００年は９１００～９６００億円規模である 。このように８０年代後半に主要兵器である正

面装備の購人費が飛躍的の増加し，後に示すような高性能の兵器が調達，整備されたのである

（表４参照）。

　これとは反対に人件 ・糧食費のウェイトが低下した。７０年代後半はまだ５０％（７９年５１
．４％）を

超えていたが，８０年代に入って漸減し
，８６年４５ ．１％，９０年，９１年は４０．１％であった。９０年代後半

（１５５）
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には再び４４％程度となるように，大体において正面装備費ないし歳出化経費と反比例的関係にあ

る。 自衛隊の隊員数は横はいで推移しているから，正面装備を資本設備と見なせぱ，８０年代後半

の「第１次中期防」以降，軍事費の構成は飛躍的に高度化したということである（表５参照）。

　防衛費の構成ではそれほど大きな割合ではないが，研究開発費は高性能兵器の開発や軍事費構

成の高度化を促進する役割を果たしているものとしてきわめて重要である。それは７０年代後半
０・９～１％程度・金額も８０年２２５億円（指数１００）にすぎなかったが，８０年代以降激増する 。８１年

２５０億円，構成比１ ．０％から ，８５年５０４億円，同１ ．６％（指数２２４），９０年には９２９億円，２ ．２％（同４１３）

である。それは９０年代にも増え続け，９７年には１６０５億円，３．２％となるが，９８年以降は１２００～

１３００億円，構成比２．５％前後の水準である
。

　防衡費のうち正面及び後方装備の購入は国内調達と輸入（一般輸入＝アメリカ企業からの直接購入
と有償援助＝アメリカ政府からの購入）から成る。兵器の輸入はほとんどアメリカからであり ，７０年

代後半には１５％前後，８０年代以降は１０％程度で推移している。ただ，高額兵器輸入の有無でその

ウェイトは変動し，例えば８１年１９７２億円，全体の１９１５％，９３年２９３０億円，１５．２％であった。した
がっ て国内調達は概ね９０％であると見なしてよい

。

　国内調達は武器，弾薬，軍需品の防衛生産額にほぼ照応し，防街産業を中心に有力な市場を提

供してきた。後者の規模は７０年代末６～７０００億円（７９年７３１９億円）であったが，８０年代以降防衡

予算，特に正面装備費，弾薬，燃料などの後方装備の急膨張を反映して急増する 。それは８０年の
７８４３億円（指数１００），工業生産に占める割合０．３６％から８５年１兆３５２３億円（指数１７２），同Ｏ ．５１，９０

年１兆７５９４億円（指数２２４），同０．５７％に達する。９０年代にも増加傾向はつづき ，９５年ユ兆８５７９億

円（指数２３７）・同０ ・６１％，９６年１兆９６０５億円（指数２５０）同Ｏ．６３％となったが，９７，９８年は１ ．８５兆

円， １． ７４兆円へと減少し，工業生産額に占めるウェイトもＯ．５７％となっていぺ
　工業生産に占めるＯ．６％前後のウェイトはまだ工業全体を左右する数値とはいえないが，軍事

発注が特定の防衛産業や少数の大企業に集中することを考えれば，この規模は重要で決して小さ

くない・防衛生産額のウェイトは不況期に高めとなる傾向を持らが
，このことは不況時に確実な

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）需要として，市場創出効果がより大きいことを示している
。

　軍事発注や軍事生産は他の財政支出とは異なる性質を持つことから ，深刻な問題を内包する 。

１つは・軍需品が高度の技術性を要請され，しかも機密の保持と一体的なものとして要求される

ことである・この点は軍事生産が少数の大企業に集中する根拠であり ，加えて絶えず財政の公開

性原則に抵触する問題を生起させる。他の１つは政府が兵器，弾薬などの独占的購入者であるた

めに・特に主要装備に関して継続的で，計画的な発注が保障されねばならないことである 。ここ

では市場価格が成立しにくいから，技術開発を含む特別のコストが優先的に発注価格に織り込ま

れるし，軍事費の膨張とともに後年度負担となる国庫債務負担行為や継続費が多用され，安易な

規模拡大を促迫する。また防衡力整備計画は，継続的かつ計画的発注に応えることに役割の１つ

があり ，軍事費の自動的膨張に拍車をかける１因にもなる
。

　これらの結果・アメリカの軍産複合体に典型的に見られる軍需大企業と軍事当局との独特な結

合関係が形成され，両者の癒着，腐敗を生む温床がつくりだされる。代表的軍需企業である二菱

重工業は防衡庁発注の１／４から１／５（９８年２６．７％）を占有するし，調達先の上位２０社で各年と

も全体の７５％（９８年７６・１％）を占める 。９５～９８年の４年問について見ると ，発注総額５兆２５３９億

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１５６）
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表６　防衡庁調達先上位企業の契約実績

９８年 ９５－９８年言十
４’

〔参考〕

９８年

位 契　約　相　手　方
件数 金額（百万円）

年問調達額に対金額
対する比率川（％ｊ

金額（億円）
４年問の総額に対

る比率３〕（％）

防衛庁幹部の再就職
９４－９８）ほ〕　（人フ

１ 三菱重工業（株） ２２２ ３３２ ，４２６ ２６ ．７ １兆１ ，６３３ ２２ ．１ ２３

２ 三　菱　電　機　（椥 １８８ １０３ ，０９４ ８． ３ ４， ７２１ ９． ０ ２３

３ 川崎重工業（椥
９３ ８７ ，２６９ ７． Ｏ ４， ９０１ ９． ３ １８

４ 石川島播磨重工業欄 ７８ ６４ ，４０６ ５． ２ ２， ５８３ ４． ９ ！４

５ 日　本　電　気　（椥 ２０７ ４４ ，６０７ ３． ６ ２， ４９２ ４． ７ ２２

６ 榊　　　東　　　芝 １２７ ３７ ，７３８ ３． Ｏ １， ８９３ ３． ６ ２６

７ （椥小松製作所
４７ ３５ ，３６８ ２． ８ １， ２３６ ２． ４ ６

８ 三　井　造　船　榊 ６ ２７ ，７４０ ２． ２ （３年分）８０１ １． ５ ■

９ 日産自動車（椥
６３ ２６ ，７４１ ２． ２ １， ０８０ ２． １ ９

１Ｏ （椥マリンユナイテッド １ ２６ ，７１２ ２． １ （３年分）９２４ １． ８ ２

１１ 日本電子計算機（株） ２３１ ２６ ，２３０ ２． １ ９８５ １． ９ ２

１２

（株）日立製作所
５３ ２１ ，９８９ １． ８ ９３１ １． ８ １７

１３ 三　菱　商　事　（椥 １９ １５ ，７２２ １． ３ （１年分）１５７ Ｏ． ３ 一

！４

沖電気工業（椥
６８ ！５ ，０！９ １． ２ ６４６ １． ２ ８

１５ ダイキンエ業（椥 ４９ １４ ，８３２ ！． ２ ６７１ １． ３ １０

１６ 富　　士　　通　　（椥 １！５ １４ ，７１２ １． ２ ５２７ １． Ｏ ８

１７ 伊藤忠アビエーシ ョン（株） ２３ １３ ，６６２ １． １ （２年分）２９４ Ｏ． ６ ４

１８

富士重工業（株） ３５ １３ ，３０５ １． １ ８２２ １． ６ １２

１９

（株）日本製鋼所
１６ １３ ，Ｏ１１ １． Ｏ ７３０ １． ４ １０

２０ 兼　　　松　　　（椥 ５ １１ ，１２９ Ｏ． ９ （３年分）３２６ Ｏ． ６ １

合　計
１， ６４６ ９４５ ，７１３ ７６

．１＝
３兆８ ，３５３ ７３ ．Ｏ ２２５

（注）（１）年問調達額に対する比率は，９８年度総契約額１ ，２４３ ，１０７百万円に対する比率である 。

　　（２）計数は，四捨五入によっているので計と符号しない 。

　　１３）９５年の総契約額１兆３ ，３５３億円，９６年１兆３ ，５５５億円，９７年１兆３ ，２００億円，９８年１兆２ ，４３１億円で，９５－９８年の総計５兆

　　２ ，５３９億円に対する比率である 。

　（４）９８年の上位２０杜
。

　（５）毎日新聞取材班『防衛腐敗』１９９９，ｐ６０による
。

（出所）『防衛年鑑』９７－２０００年版より作成
。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
円のうち上位２０社が３兆９４９０億円，全体の７５．２％を受注していたのである（表６参照）。

３． 冷戦終結期の軍事財政

　軍事財政の拡大や軍傭の増強は国際的軍事情勢，８０年代のわが国に即していうとこの時期のア

メリカ軍事戦略，すなはちパクス ・アメリカーナとソ連の軍事戦略との関係に規定されている 。

この国際的枠組みは次のように要約できる 。アメリカは６０年代後半から７０年代にかけてベトナム

戦争に１０年近い歳月と大量の兵力，巨額の戦費を注いだにもかかわらず，決定的敗北（７５年４月）

を喫した。これは６０年代までの軍事的パクス ・アメリカーナの圧倒的優位が動揺，低下したこと

を意味するとともに，国内経済にも深刻な影響を与えた。７０年代は他面デタント（緊張緩和）の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１５７）
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表７　日本関連の軍事略年表　一その１一　　（１９７５～９０）

７５．　１

　１１
７８．１１

８０，２

８３，１

８５，９

８６．１１

８８，１

８９，　３

９０．１２

「（前）防衛計画の大綱」を閣議決定

同時に，防衛費の対ＧＮＰ比１％枠を決定

日米安保協議委員会「（前）日米防衛協力の指針」を決定（後閣議了承）

海上自衛隊「リムパック８０」（５カ国海軍合同演習）に初参加

政府，対米武器技術供与の方針を決定

「（第１次）中期防衛力整備計画（８６－９０）」を閣議決定

政府，防衛費の対ＧＮＰ比１％枠を廃止し，「総額明示方式」とすることを決定

政府 ・与党「在日米軍経費負担についての方針」を決定

航空自衛隊，新バッジシステムの運用開始

「（第２次）中期防衛力整備計画（９１－９５）」を閣議決定

時期であり ，アメリカの弱体化を一因としていたが，その中で新しい軍事対立が準備された。特

にソ連が軍事力の大増強を行い，第３世界への進出を強めていたからであり ，７９年にソ連の大軍

がアフガニスタンに侵攻し，約１０年にわたる占領を開始したことはデタントの終りを象徴的に表
　　　７）
していた 。

　８０年代の幕開けから新冷戦と呼ばれる軍事的緊張が高まるのは，アメリカ及び西側同盟がこれ

に対抗して大軍拡に踏み切ったからである。とりわけｒ強いアメリカ」の復活をめざした８年に

及ぶレーカン政権は核戦力の飛躍的増強と核兵器使用の流動化によって対ソ優位の軍事体制構築

を追求した。流動化というのは戦域核と呼ばれる中距離核兵器をヨーロソパなと地球大規模で配

置し，巡航ミサイルや中性子爆弾なと新型核兵器使用の可能性を拡大し，現実化する戦略である 。

この戦略は米本土以外の地域，特にヨーロッパを限定核戦争の危機に直面させることを意味した 。

このため西側同盟内部でアメリカとヨーロッパ諸国との深刻な対立を引き起こし，ヨーロッパを
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
中心に反核反軍拡運動のかつてない高まりを呼びおこすことになった 。

　極東，東アジアではこれを作戦区域とする極東ソ連軍の海空戦力が大幅に増強された。戦略核

ミサイル（ＳＬＢＭ）を搭載した原子力潜水艦（原潜）のオホーツク海配備によって，米本土も直接

その射程に入ることになったし，バックファイアー爆撃機の就役，配備，さらにベトナム ・カム

ラン湾への進出は西太平洋シーレーンの安全に対する重大な脅威と見なされた。これに対抗し ，

極東におけるソ連の海 ・空戦力を封じ込めるアメリカ戦略の要は，日本列島 ・韓国 ・フイリッ ピ

ン・ 台湾を前進基地の弧として，海空の戦域核，通常兵力中心に軍事体制の明白な対ソ優位を確

立することにおかれた。核艦艇の母港化を含む海空における核戦力の増強は日本本土での核基地

化が政治的に容易ではないことによるが，他面では日本列島の全面的な核基地化が事実上達成で

きるということであった。加藤睦夫はこのような戦略を「アメリカの核支配のもとでの西太平洋

内海化戦略」と規定し，それはまた中東地域への戦力移動の根拠地，中継基地という役割を担 っ

ている，と指摘している。そしてｒ内海化戦略」には２つのポイントがあるとして，第１に日本

列島全体を海空から西太平洋の盾としての役割を果たさせ，３海峡封鎖はその仕上けとなること ，

第２に西太平洋における対潜水艦作戦が内海化のテコとして登場することをあげていた。米海軍

中心のリムパック（環太平洋５カ国海軍の合同演習）への海上自衛隊参加や攻撃力を合わせ持つ高
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
性能の対潜哨戒機（Ｐ－３Ｃ）１００機体制の整備はその重要な一環をなすのである 。

　この戦略下で日本政府は西側同盟の一員として，また日米安保体制にもとづく共同防衛への参

加と防衛分担の強化を求められ，これに積極的に応じた。その確固とした意思表明が８１年の日米

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１５８）
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首脳会談における鈴木首相（当時）の１０００海里シーレーン防衛公約であり ，８３年の中曽根首相

（当時）による「不沈空母」「３海峡封鎖」の構想である。この防衛政策の基本にしたがって，日

本の軍事費膨張，軍備拡張が８０年代を通じて進行したのである（表７参照）。

　それは当初，正面装備について防衛庁内部の指針である８１年策定の「中期業務見積（５６中業）」

の下で拡充が進められたが，８０年代後半からは総合的防衡力整備計画によって本格的に展開され

た。「第１次中期防（８６－９０）」はその最初のものである 。それは５年問で総額１８兆４千億円（８５年

価格）を予定し，「本土防空能力及びわが国周辺の海域における海上交通の安全確保の向上」「情

報・ 偵察 ・指揮通信能力，継戦能力 ，， 即応態勢及び抗たん性の向上，並びに技術研究開発の推

進」，つまり高性能兵器の整備と臨戦態勢の強化に重点をおいていた 。

　「第１次中期防」はほぼ全面的に実施され，第１に海空を中心とする戦力が格段に強化された 。

広い作戦区域と攻撃力を合わせ持つ固定翼対潜哨戒機（Ｐ－３Ｃ）が８５年時の６個隊（保有数４９機）

から９個隊（６９機，９０年契約分１機１０６億円）に，ミサイル装備艦艇は３４隻から４３隻に拡充された 。

８８年にはイージスシステム（１０以上の目標に同時対処可能なミサイル自動発射システム）搭載の７２００ト

ン級大型護衛艦「こんごう」（イージス艦，建造費１２２３億円，９３年就役），８９年同「きりしま」（同１２９２

億円，９５年就役）８７年には８３００トン級の大型補給艦２隻（同一隻１９６億円）の建造が着手された。航

空戦力では要撃戦闘機Ｆ－１５が８５年の５個隊（保有数１１５機）から７個隊（中期防での調達５７機，９１年

３月の保有数１４３機）に，早期警戒機Ｅ－２Ｃが８機から１２機（９０年契約分１機９９億円）に，対戦車ヘリ

コプターＡＨ．ＩＳが２個隊（３２機）から４個隊（９０年までの調達数７１機，９１年３月の保有数５５機）に増

強されたほか，航空自衛隊に新たに地対空ミサイル ・ペトリオ ット５個群，８８式地対艦ミサイル

（ＳＳＭ．１）２個隊（３８基）が整備された。また新型の９０式戦車の調達が９０年から（同年３０両，１両

１１ ．２億円），８９式戦闘装甲車の調達が８９年から（８９，９０年各１７両，１両６．１億円）始まっている（表８

参照）。

　第２にこの期間軍事技術，兵器の開発に予算が重点投入され，８０年代末から９０年代にかけて完

成し，調達及び配備が行われる 。９０年までに完了した主なものには，固定式３次元レーダー

（開発期間８３－８８）師団対空情報システム（同８６～８９），８８式地対艦ミサイル（同８２－
８７），９０式艦対艦

ミサイル（同８６ －８９），９１式空対艦ミサイル（同８６－９０），航空機では中等練習機（Ｔ－４）（同８１－
８７）

，

車両では９０式戦車（同８２－ ８９），８９式装甲戦闘車（同８４－８８）がある 。

　第３に，正面，後方装備の量質の向上と平行して，日米両軍の共同演習，共同研究が実戦を想

定した様々な形で大規模に行われるようになり ，作戦行動の面でも日本自衛隊は格段に強化され

た。 これは７８年策定の「（前）日米防衛協力の指針（ガイドライン）」によって方針，内容を与えら

れていたが，自衛隊と米軍の作戦を機能的に統合することを中心課題としていた。そして８０年代

に４つのテーマ，日米共同作戦，シーレーン防衛，有事の際の支支援，インターオペラヒリテイ

（日米両軍の相互運用性）について共同研究が行われた。特にシーレーン防衛とそこでの共同作戦

の研究は，本土から千カイリはなれた海域をカバーするものであり ，それまでの「限定小規模侵

略」を想定したロール ・アンド ・ミッションの分担をめぐる日米協議とは全く性質を異にしてい
　　　　　１Ｏ）
たといえる 。

　共同演習については，８０年に海上自衛隊が「リムパック８０」（米国など環太平洋５カ国海軍の共同

演習，９０年より ，韓国，チリが加わって７ヵ国となる）に初めて参加したことが大きなエポ ックとな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（！５９）



　１２　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第５０巻 ・第２号）

った。以後，１年おきのリムパックに参加しつづける。航空自衛隊はすでに７８年以来米空軍との

共同訓練をおこなっていたが，８３年の日米共同指揮所訓練は，航空作戦に対する共同の指揮シス

テムの形成を意味していた。両海軍の共同指揮所訓練は翌８４年からである。陸上自衛隊は８１年の

行動演習から共同演習を開始し，以後自衡隊の他の部隊を含んだ指揮所演習へと共同訓練を拡大

した。８６年になると統合幕僚会議と在日米軍司令部が立案し，全軍の関わるｒ日米共同統合指揮

所演習」「日米共同実働演習」へと発展していく 。これらの演習は年々規模を拡大し，ひんぱん

に実行されるが，これを通じて千カイリシーレーン防衡や３海峡封鎖の作戦能力は実際の裏付け

を得ていくのである 。

　以上３つの指標によって・日本の軍事力，作戦能力は７０年代以前と比較して飛躍的に増強さ．れ

たのであったが，これについてシーラ ・スミスはｒ地域における軍事力のレベルは高まり ，自街

隊の役割は日本の防衛だけでなく ，東アジアにおける地域的軍事ハランスの構成要素の１つとな

った。…… （パクスアメリカーナにおける日本の役割は，引用者）当初朝鮮戦争 ・ベトナム戦争の後

方基地であったものが，米国と旧ソ連間の軍事バランスの構成要素へと変化した」と評価してい

る。 このことは日本が東アシアの周辺諸国との比較で強大な軍事力を保有し，軍事大国の骨格を

形成するに至ったことを意味する。しかし第１次中期防で調達した主力兵器がまだ配備されてい

ないこと，法律的社会的な強い制約におかれていることを考慮すると，まだＥＵ主要国に匹敵

する軍事大国化したとまではいえないのである。しかし，９０年代はその制約が徐々に取り除かれ ，

自衛隊の海外出動が現実化する過程となる
。

４． 日米安保体制の新段階と日本の軍事大国化

　４－１パクス ・アメリカーナの新段階と日米安保体制

　冷戦終結とともに，世界的な規模の武力紛争が生起する可能性は遠のくが，他方で地域紛争 ，

民族宗教紛争の多発，大量破壊兵器，その運搬手段の拡散によっ て， 従来のものに変わる国際秩

序が形成途上にあり ，不安定性は強まることになる。この下でパクス ・アメリカーナは大きな変

貌を遂け，各国の戦略は大きな影響を受けたが，それはとりわけヨーロソパにおいて根本的であ

った。ソ連邦および東側同盟＝ワルシャワ条約機構が解体し，これによって北大西洋条約機構

（ＮＡＴＯ）はその性格を変えるとともに，旧東側諸国の加盟を受け入れ，拡大しているからであ

る。 しかし今日に至るもアメリカは唯一の軍事超大国，そして基軸国でありつづけていることも

事実であり ，新しい性格を付与されたという意味で９０年以降はパクス ・アメリカーナの新段階 ，

または第２次のそれである。東アジアでは，ロシアの経済的社会的混乱の中で極東ロシア軍の戦

力や脅威は次第に低下していくものの，朝鮮半島や台湾海峡なとでの緊張は継続している。この

ため安全保障システムは劇的な変化を遂げたとはいえず，むしろ冷戦期から継続する枠組みが新
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
しい性格，役割を持つようになっているといってよい 。

　８０年代に東アジア ・太平洋地域におけるパクス ・アメリカーナの最大の支柱に成長した日米安

保体制は，ソ連邦の崩壊，内外の社会主義勢力の後退，影響力低下を背景に新しい’性格，役割が

与えられることになるが，冷戦終結後はまず，体制自体の見直しよりも ，自衛隊の海外派遣やそ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６０）



　　　日本の軍事財政と日米安保体制の新段階（内山）

表８　日本関連の軍事略年表　一その２一　　 （１９９０～２０００）

１３

「「 ４

９２，６

９２，９

９５．１２

９６ ，　４

９６，４

９７，９

９９ ，　３

９９，５

９９．　８

２０００．１２

ペルシャ湾へ掃海艇など６隻派遣
（最初の自衛隊海外出動）

ｒ国連平和協力法」ｒ国際緊急援助隊法」成立

カンボジアでの国連平和維持活動に自衛隊６０８名派遣

「（第３次）中期防衛力整備計画」を決定

「日米安全保障共同宣言」

沖縄に関する特別行動委員会（ＳＡＣＯ）「最終報告」

「（新）日米防街協力のための指針」

能登半島沖にて最初の海上警備行動

「周辺事態安全確保法」など成立

弾道ミサイル防衛（ＢＭＤ）にかかる日米共同技術研究を開始

「（第４次）中期防衛力整備計画（０！－０５）」を閣議決定

のための法制整備が先行した。冷戦終結直後に９０－９１年湾岸危機，湾岸戦争が発生し，日本はア

メリカ軍を中心とする多国籍軍に対し！００億ドルの戦費を拠出するが，さらに「小切手大国」以

上の協力，すなわち人的貢献を求められ，停戦後ホルムズ海峡に掃海艇など６隻を派遣し，掃海

作戦（９１年４ －１０月）への参加に踏み切 った。これは最初の自衛隊海外出動であり ，第２次大戦後

４６年目にしての軍事行動であった。ついで翌９２年，国連平和維持活動協力法，国際緊急援助隊法

改正が成立し，同年９月 ，カンボジアにおける国連平和維持活動（ＰＫＯ）に自衡隊の施設部隊な

ど６０８名が派遣されたのを皮切りに，以後モザンビークなどの同活動に参加するようになった

（表８参照）。

　日米安保体制については９０年代中葉，アメリカ側でナイ ・イニシアテイブ（当時の国防省アジア

担当次官補ジ ョセフ ・ナイが中心となる）と呼ばれる再評価，再定義（９４年１０月～）が行われ，国防

総省「東アジア ・太平洋の安全保障戦略」（９５年２月）にまとめられるとともに，これが再編の方

向を主導する。これと平行して日本側で防衛計画の基本が見直され，９５年，「７６防街計画の大綱」

を廃止し，新しい「防衛計画の大綱」（以下「９５大綱」と呼ぶ）が策定された。「９５大綱」は防衛政

策の基本理念について，日米安保体制が日本の安全保障にとって不可欠であることを再確認した

うえで，「わが国周辺地域における平和と安定を確保し，より安定した安全保障環境を構築する

ためにも ，引き続き重要な役割を果たしていく」，「自衛隊もまた……より安定した安全保障環境

の構築に向けた我が国の積極的な取り組みにおいて，適時適切にその役割を担っていく」と述べ

るとともに，４項目の日米防街協力，ＰＫＯへの積極的参加を明記している 。わが国防街政策の

目標は「７６大綱」以来，「限定的かつ小規模な侵略までの事態に有効に対処しうる」ことを建前

としていたのであったが，この「限定小規模侵略」を想定する目Ｉ」提はここに至って削除されたの

である 。

　ナイ ・イニシアテイフや「９５防街計画の大綱」は日米両国首脳による「日米安全保障共同宣

言」（９６年４月 ，以下「９６日米安保宣言」と略す）に結実し，両国の合意文書となる。その核 ・し・は同

宣言で「両国政府はアシア太平洋地域の安全保障情勢をより平和的で，安定的なものとするため

に共同かつ個別に努力する」（同序文）と述べていることにある。具体的には，米国がこの地域で

在日米軍を含む約１０万人の削方展開兵力を将来ともに維持すること ，日本はアシア ・太平洋とい

う広い範囲で軍事活動とこれに要する費用負担の両面でその役割を飛躍的に拡大すること ，そし

てこれに対応する日米防衛協力を拡大 ・緊密化するためのガイドラインを定めることであった 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６１）



　１４　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第５０巻 ・第２号）

　共同宣言直後から新ガイドライン策定の作業がおこなわれ，翌９７年に新しい「日米防衡協力の

指針」（以下，「９７ガイドライン」と呼ぶ）が策定された。指針の目的は「日本に対する武力攻撃お

よび周辺事態に際してより効果的かつ信頼性のある日米協力を行うための堅固な基礎を構築す

る」ことにあるとし，平素から行う協力，日本に対する武力攻撃に際しての対処行動，周辺事態

での協力，効果的な防衡協カメカニズムの構築について詳細に取り決めている。周辺事態への共

同対処が，「９７ガイドライン」の焦点であるが，それが予想される場合と周辺事態への対応につ

いて「日米両国政府は事態の拡大を抑制するためのものを含む適切な措置をとる」としている 。

「７８ガイドライン」では，作戦の範囲が日本に対する武力攻撃と「日本以外の極東における事態」

となっ ていたから，重大な変化であることがわかる。これによって，朝鮮半島や台湾海峡は当然

のこと ，東アジア全域の有事や紛争が自衡隊にとっても関与対象となるのである 。

　さらに注意しておきたいのは，安全保障面で地域的及び地球的規模の諸活動を促進するための

日米協力は，より安定した国際的な安全保障環境の構築に寄与できるとして，「日米いずれかの

政府又は両国政府が国際連合平和維持活動又は人道的な国際救援活動に参加する場合，両国政府

は必要に応じて相互支援のため密接に協力する」としていることである。アメリカン ・スタンダ

ードでこれが強行されるとき，当事者にとってマイナスになることがしばしばであるし，日本は

世界の悪しき警察官の役割を果たしかねないからである 。

　新ガイドラインが実効性を持つためには国内法の整備が必要であったが，ガイドライン関連法

と呼ばれた「周辺事態安全確保法（周辺事態法）」「白衛隊法一部改正」，「日米物品役務相互援助

暢定の改訂」が９９年に成立，施行された。９９年３月 ，能登半島沖で２隻の不審船が発見され，最

初の海上警備行動が発令されたが，これを契機に船舶検査法の制定が日程に上っている。周辺事

態法は日米両軍の軍事行動に対し，国地方の行政機関，民間企業から個人にいたる協力を規定し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）た法律であり ，措置の決定は内閣に一任され，国会の承認は不要だとされている 。

　須田博氏はガイドライン関連法成立後から，周辺事態を想定した自衛隊の合同演習，日米共同

演習が急増していることを明らかにしている。それによると例えば，９９年１０月海上自衛隊と米海

軍の共同演習は米軍３万人，韓国軍５０万人が参加した米韓合同演習（フール ・イーグル）と連動し
，

海上自衛隊は輸送や補給など米軍への後方地域支援をおこなったとされる 。２０００年２月の日米共

同指揮所演習（キーンエソジ２０００）は新たな共同統合作戦分野の指揮幕僚演習であり ，これと連動

した陸上自衡隊の演習は周辺事態での後方支援，捜索救助，邦人輸送なとを組み込んでいたので
　１４）

ある 。

　４－２　高水準の防衛費とその特質

　９０年代についても各年防衛費の概要は前述（２節）したので，総括的にその特徴を整理する 。

９０年代前半の軍事財政は「第２次中期防衡力整備計画（９１－９５）」の実行を経済的に保障するもの

として展開された。５年間の総額は当初２２兆７５００億円（９０年価格），９２年末の見直しで５８００億円 ，

２． ６％減額され２２兆１７００億円，年平均４．４３兆円であった。この減額は冷戦の終結，ソ連の解体で

軍事情勢が好転していること ，財政状況が厳しいことが理由とされた。（閤議決定「（第２次）中期

防衛力整備計画の修正について」９２年１２月）第３次中期防（９６－２０００）の経費総額は２４兆２３００億円（見

．直し後，９５年価格），年平均４ ．８４兆円，第４次中期防（２００１－０５）のそれは２５兆１６００億円，年平均

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６２）



日本の軍事財政と日米安保体制の新段階（内山）

　　表９　９０年代以降の主要兵器の調達

１５

第２次中期防 第３次中期防 第４次中期防

区　分 種類
（９１－ ９５） （９６－ ２０００） （２００１－ ０５） 保有量

２０００ ．３現在）

計画１） 調達量（未） 計画２） 調達量（未） 計画量 ２００１年調達

９０式戦車　　　　　　　　　　　　（両） １０８ １０６（△１） ９０ ８８（△２） ９１ １８ ２０６

火砲（迫撃砲を除く）　　　　　　（門） １ ■
４０ ４０（Ｏ） ４７ ６

多連装ロケットシステム　　　　（両） ＝
３６ ３６（Ｏ） ４５ ４５（Ｏ） １８ ９

装甲車（８９式，９６式）　　　　　　（両） ■ 一
１５７ ！５３（△４） １２９ ３１

陸上自衛隊 地対艦誘導弾　　　　　　　　　　（基） ４０ ４０（Ｏ） ２４ ２４（Ｏ）
一 ’

対戦車ヘリコ プター（ＡＨ－ＩＳ）　　（機） １８ １６（△２） ３ ３（Ｏ） １０ Ｏ ８８

輸送ヘリコプター（ＣＨ－４７ＪＡ）　　（機） １２ １２（Ｏ） ９ ９（Ｏ） ７ １ ４４

地対空誘導弾（ホーク）改善用装備品 ２個群 ２ １． ７５群 １． ７５（Ｏ） Ｏ． ２５ Ｏ． ２５
一

新中距離地対空誘導弾 一 ’ ’ ■
１． ２５群 Ｏ ’

護衛艦　　　　　　　　　　（隻）
８… ８（Ｏ） ７ ７（Ｏ） ５ １ ５５

潜水艦　　　　　　　　　　（隻） ５ ５（Ｏ） ５ ５（Ｏ） ５ １ １６

その他　　　　　　　　　　　（隻） ２８ １８ １８（一）

海上自衛隊 自衛艦建造計　　　　　　　　　　（隻） ２８
１

３０ ３０（一）

哨戒ヘリコ プター（ＳＨ－６０Ｊ）　　　（機） ３１ ２７（△４） ３７ ３６（一） ３９ ３ ６８

対潜哨戒機（Ｐ－３Ｃ）　　　　　　　（機） ５ ５（Ｏ）
一 ’ ■ ■

１００

新掃海 ・輸送ヘリコ プター　　　　（機） 一 １ ’ ’ ２ Ｏ Ｏ

要撃戦闘機（Ｆ－１５ＤＪ）　　　　　　（機） ２９ ２８（△１） ４ ４（０）
一 ■

２０３

支援戦闘機（Ｆ－２）　　　　　　　　（機） 一 一
４５ ４５（Ｏ） ４７ ！２

輸送機（Ｃ－１３０Ｈ）　　　　　　　　（機） １ １（Ｏ）
一 一 一 ■

１６

航空自衛隊 早期警戒管制機　　　　　　　　　（機） ４ ４（Ｏ）
’ ’ ’ ■ ４

空中給油 ・輸送機　　　　　　　　（機） 一 一 ■ ■ ４ Ｏ 一

輸送ヘリコ プター（ＣＨ－４７Ｊ）　　　（機） ２ ２（Ｏ） ４ ３（△１） １２ １ １６

航空自衛隊

中等練習機（Ｔ－４）　　　　　　　　（機）　　　６８　６７（△１）

地対空誘導弾ペトリオ ット　　　　　　　　１個群　　　　１

５４　　　５０（△４）

ｌ１）１９９２年の計画見直し後

（２）１９９７年の計画見直し後

（出所）ｒ防衛白書」各年版より作成。第４次中期防は防衛庁ホームページ，保有量はｒ防衛年鑑」２０００年版による 。

５． ０３兆円である（表９参照）。

　第２次中期防下の実額を決算で見ると５年間の合計は２３兆１１０４億円，年平均４ ．６２兆円にのぼる 。

このうち戦カレベルを規定する正面装備の購入費（決算，武器車両等，航空機の各購入費，艦船建造

費）は５年間で５兆３０４９億円であ った。主要兵器の調達（契約）は，８０年代後半と同様，海空戦

力の強化に主眼がおかれた。護衡艦８隻のうち２隻は「７２００トン級イージス艦」（９１年「みょうこ

う」建造費１２２７億円，９３年ｒちょうかい」同１１７９億円）である 。またｒ８９００トン級大型輸送艦２隻」

（９３年，同５０３億円，９５年，同５０３億円），「５６００トン級掃海母艦」１隻（９５年，同３１２億円）の建造は ，

大量の兵員，物資輸送や作戦の拡大を可能にする。航空機は海上自衛隊が対戦哨戒機（Ｐ－３Ｃ）２７

機（９０年調達分１機１０６億円），航空自衛隊が要撃戦闘機（Ｆ１５ＤＪ，９５年分１機１０８億円）２８機，早期警

戒管制期（Ｅ７６７，９３年分１機５７０億円）４機，陸上自衛隊が対戦車ヘリ（ＡＨ－１Ｓ）１６機（９５年分１機２７

億円），輸送ヘリ（ＣＨ－４７ＪＡ）１２機（９５年分１機４３億円）調達した。このほか陸自が調達した高性能

兵器には多連装 ロケノトシステム（ＭＬＲＳ）３６両（９５年分１両２０億円），８８式地対艦ミサイル

（ＳＳＭ．１）４０基（９５年分一基２０億円）がある（前出の表７参照，兵器各単位の価格は『防衛白書』各年版に

よる）。

　９０年代後半には「第３次中期防」にもとづいて，防衛費が予算化された。５年間の総額は当初

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６３）



　１６　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第５０巻 ・第２号）

２５兆１５００億円（９５年価格）であったが，９７年末の見直しで９２００億円減額され，２４兆２３００億円とな

った。現実には５年間で２４兆６００７億円（当初予算），年平均４兆９２０１億円であった。後年度負担が

各年とも３兆円前後（２０００年２．９８兆円）であるから，契約分まで含めた年間軍事費の規模は約８兆

円である 。

　このうち正面装備の購入費は５年問で４兆６７４８億円（９６－９９年は決算，２０００年は当初予算），年平

均９３４９億円であった。第３次中期防では，次のような主要兵器が調達された 。

　８９００トン級輸送艦２隻，（９８年，９９年，建造費各，３７５億円，３７２億円）

　１３５００トン級大型補給艦（２０００年，同４５１億円）

　支援戦闘機（Ｆ・２）４５機（２０００年分１機１０２億円），海自 ・対潜ヘリ（ＳＨ－６０Ｊ）３６機（２０００年分１機５１

　億円），陸自 ・輸送ヘリ（ＣＨ－４７Ｊ）９機（２０００年分１機５１億円）
，

　これらの兵器が納入され，実際の戦力となるのは２～５年後であるが，第１次中期防以降に調

達された兵器が９０年代の進行とともに次々と完成し配備されるか，就役した。軍事力は調達量と

実際に戦力化した兵器の量，質によって評価できるので，これに必要な王要兵器の保有量を９６年

３月及び２０００年３月時点について示す
。

＊７２００トン級イージス艦

＊８１００トン級補給艦

＊８９００トン級輸送艦

＊対潜哨戒機（Ｐ－３Ｃ）

＊要撃戦闘機（Ｆ－１５）

＊大型輸送機（Ｃ－１３０）

＊早期警戒管制機（Ｅ７６７）

＊地対空誘導弾ペトリオ ット

　　　＜９６年３月〉

　２隻（９３，９５年）

　３隻

　０

９７機

１８１機

１５機

５個群

　　＜２０００年３月〉

　４隻（９６，９９年）

　３隻

　１隻（９８年）

９６機

２０３機

１６機

　４機（９７年）

５個群

　　（「白衛隊装備年鑑」「防衛年鑑」各年版より作成）

　これらは世界的に最新，最高級の兵器であり ，また規模の大きい作戦を可能にする。特にイー

ジス艦はレーダー探知能力数百キロ以上，最大射程１００キロ以上で１０以上の目標に同時対処可能 ，

かつ強度の電波妨害に対処可能な防空中枢艦であり ，９９年以降４つの護衛艦隊に配備されている 。

室山義正氏はイージス艦の購入，建造が日本の海空戦力，特に軍事大国化にとってもつ意義をそ

の就役前の９２年，次のようにきわめて的確に分析し，評価していた。「イージス艦の調達決定は ，

軍事的に画期的な意義を持っていることになる。イージス艦は，空母戦闘群のような大規模な海

軍戦力の全対空兵器を統合的に管制する任務を持っている 。　　 ・イージス艦の導入は，大規模な

海軍戦力が基地航空戦力のカハーを期待できない外洋で行動することを則提している。しかし ，

外洋での艦隊行動が実質的に意味を持つのは，制海権 ・制空権を掌握できる場合のみであろう 。

そのためには，艦隊独自の航空戦力＝航空母艦が必要になる 。つまり一・・論理的には般空母艦を

整備することと一対に繋がった考え方である。しかも財政的には，本格空母の建造は可能になる

のである。その意味で日本は，外洋で行動することを則提とした独立戦略単位としての海軍戦力

へ脱皮するための確実な一歩を踏み出している 。…… 来るべき２１世紀のハイテク軍備の世界で ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
日本は「ＧＮＰ１％」の下で名実共に正真正銘の軍事大国になっているに違いない 。」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６４）
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　この兵器 ・輸送体系は判断，対応を的確，迅速化する情報通信機器システム，輸送ヘリ ，対戦

車ヘリ ，９０式戦車，８９式戦闘装甲車，多連装 ロケ ット（ＭＬＲＳ），８８式地対艦ミサイルを大量装

備した地上部隊と一体となって，強大な戦力を形成するに至った。さらに技術研究本部や研究開

発の予算が急速に拡大し，新兵器や情報通信機器の開発，改良行われてきたことは軍事技術の質

を高める重要なテコとなっている。しかもこの軍事力は高度の技術力，強大な工業力，経済力に
　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
支えられ，その裏付けを持つのである 。

　こうして軍事財政の規模，直接問接の軍事カレベル，特に東アジアで周辺諸国のそれらとの比

較から総合評価して，日本は９０年代中葉にＥＵ主要国（英，仏，独）に匹敵する軍事大国の実質

を備えたと見なすことができる 。「９６日米安保共同宣言」は両国政府によるその確認文書である 。

９５年策定の「新防衛大綱」はその軍事力水準を示したものであったし，「９６共同宣言」や「９７日

米防衛協力の指針」では，作戦行動の範囲をアジア ・太平洋地域とすることが内外に宣言された 。

たしかに，日本自衛隊は現在なお重要な制約下にある。それは９０年代に海外出動の積み重ね ，

「周辺事態法」の施行などによって縮小しつつあるとはいえ，憲法９条の存在及び関連法律の未

整備，集団的自衛権が公式には容認されていないこと ，軍事行動とくに戦闘行為を含むそれに対

する国民世論の否定的態度が強い点を決して無視できない。他面で日本の軍事力が在日米軍やア

メリカ太平洋軍の指揮下，ないし傘下にあるという面を拭いがたいのも事実である 。したがって
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　！７）
より厳密に規定すると ，日本は制約付き ，かつ従属的軍事大国であるといえよう 。

　９０年代軍事財政には，以上に加えていくつかの重要論点がある。１つは，第３次中期防で５８００

億円（９２年１２月 ，削減率２ ．６％），第３次では９２００億円（９７年１２月 ，同３．７％）予算規模が減額されたこ

とである。その理由として前者の見直しでは第１に，冷戦終結やソ連解体によって，軍事情勢が

好ましい方向に進んでいること ，第２に財政事情が厳しくなっていることがあげられた。その対

象は王として正面装備であり ，次のような一定の縮小がはかられた。護街艦２隻（１隻６５０億円前

後），９０式戦車２４両，装甲車２５両，中等練習機（Ｔ４）２２機などである。第３次中期防の見直しで

は， 軍事情勢は特に変化していないとしたうえで，国，地方の財政が危機的状況にあり ，財政構

造改革の一環であると説明された。削減対象は護衡艦１隻の他，全体的に計画量の５～１０％であ

った。第３次中期防の場合，年１８００億円という金額は小さくないが，これで軍事財政の規模や兵

器調達量が大幅に縮小した訳では決してない。財政面の理由が大きな影響を与えていたが，さら

に内外の軍事力強化に対する批判に対応する意義を併せ持っていたといえよう 。

　第２点は在日米軍の経費負担，いわゆる「思いやり予算」の問題である。日米安保条約６条に

もとづく「日米地位協定」によって，在日米軍の駐留経費は土地 ・施設 ・区域の提供に伴う費用

以外はアメリカが負担することになっていた。しかしアメリカの日本に対する防衛分担強化の一

環として駐留経費の日本側負担が求められ，７８年（予算６２億円）から負担がはじまる。法的根拠

がなかったことから「思いやり予算」（当時の防衛庁長官）と呼ばれ，基地従業員労務費の一部 ，

兵員宿舎，家族住宅，消音装置，汚水処理施設整備費を対象とした。８７年に５年間の特別協定が

締結され，９１年，９５年と更新され，対象が拡大するとともに，金額が増大した・「９１特別協定」

では基地従業員の人件費，水道光熱費，下水道使用料の負担が加わり ，負担割合を段階的に引き

上げて，９５年からはその全額を負担するようになっている 。

　その負担額は９１年に予算べ一スで１７７５億円（指数１００），基地対策費４２４７億円の４１ ．８％，９５年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６５）
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２７１３億円，同５３１１億円の５１ ．５％となり ，以後２７００億円台（２０００年２７５４億円，指数１５５），基地対策費

５４００億円台で推移している。９５年協定では新たに米軍の訓練移動経費（３．５億円余）が追加される
。

これとは別に９６年「日米物品役務相互提供協定」が締結され，共同訓練，国連平和維持活動，国

際救援活動における相互協力の拡大がはかられているが，事実上日本が負担し，アメリカに提供

するためのものである。周辺事態法施行後は，これもその対象となった。これらの財政支出はア

メリカの防衛負担を減らすためのものであるが，このことは，日米の軍事的関係が対等化までは

行かないとしても ，強化された軍事力とともに日本の発…１力を強める一因になりうると考えられ
１８）

る。

　第３点は，沖縄の米軍基地に関わる財政措置である 。９５年，米海兵隊員による少女暴行事件を

きっ かけに沖縄では基地反対，撤去運動がかつてない高揚を示した。これに対して「沖縄に関す

る日米特別行動委員会（ＳＡＣＯ）」，政府と沖縄県との間で「沖縄米軍基地問題協議会」が設置さ

れた。ＳＡＣＯは９６年「中間報告」「最終報告」をまとめ，これが両国政府の合意のもとに，沖縄

県の米軍基地 ・区域に関する基本方針となる。その王な内容は普天間飛行場，那覇港湾施設など

５施設の全部返還，北部訓練場などの一部返還，嘉手納飛行場の一部機能の本土移転による騒音

軽減措置などである。これに伴って，ＳＡＣＯ関連費が９７年度から計上される 。それは９７年６０ ．９

億円（指数１００），９８年１０６ ．５億円（同１７５），９９年１２１ ．３億円（同１９９），２０００年１４０．３億円（同２３０）と

なっている 。その内容は２０００年についてみると住宅防音事業（２６ ．９億円），周辺整備交付金（４３ ，５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）億円），安全管理施設整備事業（２２０億円）であり ，これら３者で全体の３分の２（６５９％）に及ぶ
。

　沖縄県には在日米軍施設 ・区域（専用施設）が面積で２３５平方キロ，全体の約７５％が集中し，県

土面積の約１０％，沖縄本島の約１８％を占めている。これにともなう多大の負担と犠牲が沖縄に集

中し，県民の生活と地域経済を脅かしてきた。基地対策費のかなりの部分が沖縄に投入され，か

なりの規模の財政移転（交付税，補助金の上乗せ措置など）が行われているし，ＳＡＣＯ関連予算は

騒音対策として，また基地移転の際に財政措置を追加するものである。これが一定の役割を果た

しているが，これで問題が解決，解消したわけでないことも厳然たる事実である 。

　日米安保体制の新段階は沖縄の軍事的機能をこれまでのレベルに維持することを則提としてい

るが，９０年代後半，ＳＡＣＯなどの設置に見るように日米両国政府が沖縄政策を特別に強化せさ

るを得なくなったのは，そうしなくては基地の存続が困難になっていることを示している。沖縄

県民の基地撤去 ・縮小をめさす運動は，負担と犠牲に耐え難いことが根底にあるが，同時に日米

安保体制の再定義された意図，東アジア米軍の役割，日本の軍事力強化，戦争の危険に対する不
安， 批判の表れであることをわれわれは決して看過すべきでない

。

　４－３ＥＵ主要国との比較

　前述のように日本は９０年代中葉に軍事大国化したと見なせるが，これを国際比較，特にＥＵ主

要国との異同をふまえて確かめておく 。軍事財政の規模は冷戦期の８０年代中葉，ドル換算で英独

仏３国が４００億ドル（当時の西ドイッ４６３億ドル）を超え，対ＧＤＰ比も３～５％（ＮＡＴＯヨーロッパ

諸国平均３．１％）であったのに対し，日本は３００億ドル以下（２８２億ドル），対ＧＤＰ比１％であった 。

ところが冷戦終結後になると３カ国の国防支出は減少傾向をたどり ，９９年３１０～３８０億ドル程度
，

対ＧＤＰ比は９４年２～３％，９９年１ ．６～１ ．７％（仏２ ．７％。英２ ．３％，独１ ．６％）となる。これとは反対

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６６）
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　表１０　国防支出（予算）と兵力の国際比較

１９

国防支出
現役兵力

単位１００万ドル
対ＧＤＰ比（％）

（千人）

国 名
（１９９３年価格ドル）

１９８５ １９９３ １９９４ １９９９（１） １９８５１９９３１９９４１９９９ １９８５ １９９４ １９９９

フ ラ　　ン　ス ４２ ，９１８ ４２ ，８９８ ４２ ，７２４ ３７ ，８９３ ４． Ｏ ３． ４ ３． ３ ２． ７ ４６４ ．３ ４０９ ．６ ３１７ ．３

ド イ　　ツ ４６ ，３３０ ３６ ，６５４ ３４ ，８４８ ３１ ，１１７ ３． ２ ２． １ ２． Ｏ １． ６ ４７８ ．Ｏ ３６７ ．３ ３３２ ．８

英 国 ４１ ，８９１ ３５ ，１００ ３３ ，８６１ ３６ ，８７６ ５． ２ ３． ７ ３． ４ ２． ６ ３２７ ．１ ２５４ ．３ ２１２ ．４

ＮＡＴＯ欧州 １９０ ，０７４ １７７ ，４４２ １６８ ，０３１ １７４ ，３７５ ３． １ ２． ５ ２． ４ ２． ３ ３， １４３ ．４ ２， ４６９ ．Ｏ ２， ６６５ ．Ｏ

諸国小計
米 国 ３３９ ，２２９ ２９７ ，３００ ２７８ ，７３０ ２８３ ，０９６ ６． ５ ４． ７　４ ．３ ３． １ ２， １５！ ．６ １， ６５０ ．５ １， ３７１ ．５

ＮＡＴＯ諸国総計 ５３９ ，５８７ ４８５ ，Ｏ０８ ４５６ ，００２ ４６９ ，１７６ ３． ３ ２． ６　２ ．５ ２． ３ ５， ３７８ ．Ｏ ４， １９７ ．６ ４， ０９７ ．１

口 シ ア ■
１０７ ，９００ １０６ ，９２７ ５６ ，８００

一
９． ３　９ ．６ ５． １ 一

１， ７１４ ．Ｏ １， Ｏ０４ ．１

旧 ソ 連 ３１７ ，０００
’ ■ 一

１６ ．１
’

５， ３００ ．Ｏ
■ 一

中 国 ２６ ，０８３ ２７ ，３９０ ２７ ，６８０ ３９ ，８８９ ７． ９ ５． ４　５ ．６ ５． ４ ３， ９００ ．Ｏ ２， ９３０ ．Ｏ ２， ８２０ ．Ｏ

日 本 ２８ ，２４０ ４！ ，７３２ ４４ ，６００ ４０ ，３８３ １． Ｏ １． ０　１ ．Ｏ Ｏ． ９ ２４３ ．Ｏ ２３７ ．７ ２４２ ．６

北 朝 鮮 ５， ４６１ ５， ３０５ ５， ４１２ ２， １００ ２３ ，０２５ ，５２６ ，６１４ ．３ ８３８ ．０ １， １２８ ．Ｏ １， ０５５ ．Ｏ

韓 国 ８， ２６８ １１ ，９９４ １３ ，１５３ ！２ ，０８８ ５． １　３ ．６　３ ．６　３ ．Ｏ ５９８ ．Ｏ ６３３ ．Ｏ ６７２ ．０

ムロ
湾 ８， ４６１ １１ ，９３９ １１ ，０６５ ！４ ，９６４ ７． ０　５ ．５　５ ．０　５ ．２ ４４４ ．Ｏ ４２５ ．Ｏ ３７６ ．Ｏ

東アジア ・大洋州 ９８ ，！６３ １１８ ，６７２ １２３ ，１０８ １３５ ，２４３ ６． ９　４ ．４　４ ．５　３ ．７ ８， ０５７ ．７ ６， ９６３ ．２ ７， １４１ ．１

諸国総計
（１〕！９９９年は同年価格

（出所）Ｔｈｅ　Ｉｎｔｅｍａｔｉｏｎａ１Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ　ｆｏｒ　Ｓｔｒａｔｅｇｉｃ　Ｓｔｕｄｉｅｓ，Ｔｈｅ　Ｍｉ１ｉｔａｒｙ　Ｂａ１ａｎｃｅ，９５－ ９６．２０００年版より作成

に日本のそれは大幅に拡大し ，４００億トル（９４年４４６億トル，対ＧＤＰ比１％）を超える水準を維持す

る（表１０参照）。

　このように英独仏３カ国をはじめ，ヨーロッパのＮＡＴＯ諸国は冷戦の終結によって絶対額 ，

対ＧＤＰ比とも国防費の大幅な縮小が可能となった。対ＧＤＰ比を８５年と９９年を比較するとイギ

リスは５ ．２％から２ ．６％へ，ドイッは３ ．２％から１ ．６％へ半減，フランスは４ ．Ｏ％から２．７％へほぽ

１低下した。すなわち３カ国を含む東西ヨーロノパ諸国がいわは「平和の配当」を得て，軍事
３

に対する経済的負担を大きく減少させることができたのである 。

　日本については９０年代後半国防費の絶対額が横ばいで推移し、対ＧＤＰ比もＯ．９８％前後を保持

している。しかも日本の防衛関係費はＮＡＴＯ基準で国防費とされる軍人恩給費（１
．５兆円余）

，

海上保安庁経費（運輸省），自治体の基地交付金などを除外し，小さく表されている 。ＮＡＴＯ基

準に換算するとその規模は１ ．５倍近く ，対ＧＤＰ比は１ ．５％になる。そして日本の軍事財政の実質

的規模はＥＵ主要国をはるかに上回 っているし，他面で近い将来その経済的負担が重圧になり

かねないことを示している 。

　東アジアでは経済状態，物価や兵士の給与水準が日本と周辺諸国ではきわめて異なるからドル

換算の単純な数値比較には注意を要するとはいえ，日本の国防費は８０年代から突出した規模とな

っている 。９０年代末には中国（３９９億ドル）と同規模となっているが，中国の兵員２８２万人は日本

の１１．６倍であることなどを考慮すれば，中国に対してさえも日本の国防費が軍事力の質に対して

もつ意義ははるかに大きいというべきであろう 。９９年の日本の国防費４４０億ドルは韓国の３
．３倍

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
台湾の２．７倍であり ，東アジア ・大洋州諸国の総計１３５２億ドルの３０．Ｏ％に達している ・

　主要兵器にもとづく軍事力の比較では地勢的条件の違いに留意しなければならないが，日本と

仏， 英両国との間に攻撃力，攻撃兵器において一定の差異がある 。フランスは２０００年現在，原潜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６７）
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発射核ミサイル（ＳＬＢＭ　Ｍ４型）６４基，原子力潜水艦１０隻，空母３隻，イギリスは原潜発射核ミ

サイル（ＳＬＢＭ　トライテントＤ５型）４８基，原潜，空母各３隻を保有する。ドイソは日本と同様

これらの兵器を有しない。この違いは決して小さくないが，軍事大国をより総合的に考えると
，

ドイツや日本をこれに含める方がよいと考えるのである。特に日本はその国防費や軍事力が東ア

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）ジアにおいて群を抜いており ，周辺諸国との相対的関係において紛れもない軍事大国なのである
。

５． 軍事大国 ・日本と福祉国家

　　　　結びにかえて

　８０年代，とくにその後半に日本の防衛関係費は急速に膨張し，軍事力が飛躍的に強化された 。

それは，米ソの軍事的対立が激化する中で，日本が経済的に停滞状態にあったアメリカから，東

アジアにおけるパクス ・アメリカーナの防衡分担を求められ，これに応じたことである。他方で

日本政府の王体的行動であり ，経済大国化や日本企業のアシア進出の本格化を背景に，自ら軍事

的裁量を高める要請が生じていたからである。その結果９０年代中葉に海空の正面装備の水準から

見て，日本は制約付き ，かつ従属的であるがＥＵ主要国に匹敵する軍事大国の実質を備えたと

いえる。英仏両国と比較して，核ミサイル，原潜，空母といった攻撃的兵器を欠いているが，通

常兵器，指揮通信システム，それらの基盤となる技術力，経済力の面でほとんと遜色がないから

である・日本は東アジアにおいて戦力，軍事費の点で，間接的軍事力としての意義を持つ技術力
，

経済力の点でも ，周辺諸国と比較して特別に強大であることが重要な意味を持つ
。

　軍事費の膨張や軍事大国化は，８０年代までは経済成長によって，９０年代は経済規模自体が財政

的に可能にするとともに，決定的に強い政治的抵抗を回避できた大きな要因は広義の福祉国家が

維持されたことにある。会杜主義経営が好調なときには高収益を基礎に大企業中心の会社福祉と

農漁民，農山漁村，中小企業労働者，中小事業者に対する財政移転，ないし広義の所得再分配を

柱とする日本型福祉国家が動揺しながらも存続し，杜会統合が崩れなかったからである 。８０年代

の臨調行革路線や少子高齢社会の進展，財政危機の深まりのなかで，社会保障の縮小合理化が追

求されるものの，なお解体されたわけではないのである。つまり軍事大国と福祉国家は両立し
，

相互依存関係にあったといっても過言でない。さらに高い成長率のために，その対ＧＮＰ比は約
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）１％にとどまったことも ，国民の強い抵抗を緩和する条件となった

。

　したがって日本の福祉国家が解体していくとすれば，軍事大国の政治的条件が失われることを

意味する。換言すると雇用が確保されず，社会保障が救貧的なものに変質するとき，日本は軍事

大国の道をさらに強めることによって国民の不満を外にそらすか，平和，民主主義の道に転換す

るかの岐路に立つということであろう 。９０年代後半の沖縄における基地撤去，縮小の運動はその

兆侯であると考えられる。防衛費における基地対策費の増加，ＳＡＣＯ予算の新設は政府の余儀

なくされた対応であるが，そうしなければ在日米軍基地，特にそれが集中する沖縄において基地

機能を安定的に維持することが困難になっているということもある
。

　９０年前後の冷戦終結によっ て， 軍事的パクス ・アメリカーナや日米安保体制は対ソ戦略の意義

を低下させ，アジア ・太平洋地域での安全保障を共同で担うという新しい性格と役割を付与され

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６８）
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る。 ９０年代の軍事財政は，冷戦終結の影響や長期不況を背景に伸ぴ率は抑制的であったが，それ

は正面装備費が２～３０００億円減少したことによる。しかし，近年の４．９兆円台という規模はきわ

めて大きい。正面装備の年購人費９５００円前後は決して小さいものではなく ，高性能兵器の調達 ，

拡充はなお進展し，軍事力は着実に強化されている。また軍事技術の研究開発の結果，日本のそ

れが比較優位にある半導体や電子技術など特定分野では，対米輸出が増加傾向にある 。

　本稿ではパクスアメリカーナ，日米安保体制下の軍事財政の客観的分析から，日本の軍事大国

化は冷厳な現実であること ，旧ソ連の脅威が主要部分で消滅したにもかかわらず，日本が軍事的

優位を追求しつづけるのは，アジア ・太平洋地域で経済的軍事的な日米共同覇権をめざしている

からであることを明らかにした。だが軍事大国化，その背後にあるパクス ・アメリカーナ，そし

て日米安保体制は多くの問題をはらんでおり ，筆者は決してこれを肯定できない。軍事は基本的

国際関係であり ，わが国の場合アメリカとの強固な同盟に規定されている 。この正否に解答を与

えることなくして，軍事財政の縮小を主張することは画餅にすぎないとはいえ，軍事力，軍事費

の削減を可能にする国際的枠組みの可能性が成熟しつつあることも事実である。東アジアの安全

保障を武力や軍事的方法に頼らず，平和的手段を主としていくことが改めて問われていることを

改めて強調しておきたい 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

１）軍事財政論は国防の経済学（Ｅ．ｏｎｏｍｉ。。ｏｆ　Ｄ．ｆｅｎ．ｅ）の最も重要な一部をなす。近年の優れた著

　作であるＴ、サンドラーとＫ．ハートレーの「防衛の経済学」（１９９４）では「第７章　国防と産業基盤」

　「第８章　経済成長と軍事支出」がこれにあたる。両氏は防衛経済学が政治学，歴史学，社会学，政

　策科学などを結びつける学際的志向を持つとしたうえで，その特徴を次のように述べている 。「防衛

　経済学は，制度的側面の重要性を考慮し，政策提言に関心を持った応用分野である 。……それこそ国

　防問題の研究を，他の経済学分野の研究から際だたせるものである 。」（Ｓａｎｄ１ｅｒ　Ｔ＆Ｈａｒｔｌｅｙ，Ｋ ，

　１９９４）邦訳Ｐ．３４７

２）８０年代から９０年代はじめにかけての軍事費の膨張と構造について，アメリカの対日要求との関係を

　中心に分析したものとして，（鷲見友好，１９９３）（坂井昭夫，１９８８）がある 。

３）室山義正氏は「（旧）防衛計画の大綱」が小規模の限定的侵攻に対する即応力を持つ基盤的防衛力

　の整備をはかるとしながら，実際は積極的な軍拡路線であったことを明らかにし，次のように述べて

　いる 。「大綱は（軍事力の，筆者注）の量も質も向上させるものであるから，本来強力な軍拡路線そ

　のものであった。またこの軍拡路線はＧＮＰ１％の防衛費によって保障されることになる」（室山 ，

　１９９２ｂ）　ｐ．２６７

４）防衛庁『防衛白書』各年版の資料編に示された数値による 。

５）Ｔ．サンドラーとＫ．ハートレーは国防支出と経済成長に関する多くの研究を検討し，次のような結

　論を導いている。需要側の影響を含むモデルでは国防が投資を押しのけるために成長にマイナスの影

　響を与える結果となる。対照的にほとんどの供給側モデルでは小さい成長効果があるか，またはほと

　んどないのいずれかであるが，ここで捨象されている成長へのマイナス効果を考慮するとその純効果

　はマイナスである。したがって軍事への資源再配分は，経済成長への望ましい経路ではない 。

　（Ｓａｎｄ１ｅｒ，Ｔ＆Ｈ
ａｒｔ１ｅｙ，Ｋ ，１９９４）（深谷監訳，１９９９）第８章 。

６）１９９７年に明るみになった大がかりな汚職では，装備品購入費支払いの清算や水増し請求の処理をめ

　ぐる不正や金銭授受があり ，また見返りとして退職幹部自衛官の関連企業への天下りを，継続的に保

　障してきたのである 。これによって防衛庁調達実施本部の元本部長，元副本部長，元防衡政務次官 ，

　そして軍需企業の幹部など多数が逮捕され，まもなく当時の防衛庁長官が引責辞任している 。この防

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６９）
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　　衛汚職はまさにその典型例であり ，現実化に他ならなかった。詳しくは毎日新聞「防衛調達」取材班

　　『防衛腐敗』１９９９，参照 。

　７）両国の立場は日米共同声明（８１年５月）に端的に示されている。「総理大臣（鈴木善幸）と大統領

　　（Ｒ．レーガン）は，ソ連の軍事力増強並びにアフガニスタンヘの軍事介入及びその他の地域における

　　行動にみられる第三世界におけるソ連の動きに対し憂慮の念を示した。」『防衛白書』昭和６１年版，ｐ
　　３５１

　８）加藤睦夫氏は８０年代アメリカの核戦略について，その最大の特徴は核使用の思い切った流動化であ

　　 ることを指摘し，次のように総括している。「核を装備した通常兵力の機動化と実戦配備の徹底とい

　　う新しい戦略を，核の流動的使用と結びつけ，そこに８０年代アメリカの地球大規模における軍事介入

　　力の強化があり ，それをしめくくるのが対ソ同時多発戦略なのである 。」（加藤睦夫，１９８８，ｐ．３８）。

　９）（加藤睦夫，１９８８）ｐ．３９参照
。

１０）　アメリカの専門家であるシーラ ・スミスは「７８ガイドライン」の策定によっ て「それまでの日米の

　　分業体制は，自衛隊の行動を日本領域内，米軍の行動を領域外に厳密に地理的に規定していたが，カ

　　 イドラインによってそうではなくなり ，共同作戦も行うようになった」と指摘している 。（Ｇｒｅ，ｎ，Ｍ

　　＆Ｃｒｏｎｍ　Ｐ ，１９９９），邦訳，ｐ３３

１１）同上書，ｐ
．２５

１２）藤原帰一氏は冷戦の解釈，冷戦終結過程の分析と評価，湾岸戦争を転機にパクス ・アメリカーナの新

　　段階が軍事的に形成される過程を描き出している。詳しくは（藤原帰一 １９９８）を参照
。

１３）「９７日米防衛協力の指針」と「周辺事態法」の理解については（山内敏弘，１９９９）を参考にした
。

　　 １８人の専門家が，詳細な解説，批判的検討を行っている 。

１４）須田博，「ガイドライン法以後，全土で進む軍事態勢づくり」，『住民と白治』誌，２０００年８月号参

　　照 。

１５）（室山義正，１９９２（下））ｐｐ．５７５－ ６．

１６）東アジアにおける日米両軍の戦力が以下に強大であるかについて，例えばＭｏｔｉ，ｕｋｉ，Ｍは次のよ

　　うに述べている。「ソ連の崩壊によって，この地域にロシアが戦力を投入できる能力は大幅に後退し

　　た。それゆえ，冷戦後に防衛費が削減されたにもかかわらず，米国のアジア太平洋地域における海軍

　　力（海空戦力，引用者）他を圧倒している。さらに，米軍の防衛力に日本の海空戦力を合わせたら
，

　　 日米同盟に挑戦できる国はない。日本は自国の防衛に厳しい政治的規制を課しながらも ，防衛力の近

　　代化を先進国並に達成している。　　中国は軍事（近代化を進め，ロシアから武器システムの購入な

　　どを行っているが，中国が日米に対し沿海水域と東アジア地域の空域で軍事的挑戦を行うにはまだ１０

　　年から２０年は必要である 。」（グリーン ，Ｍ ・クローニン ，Ｒ，１９９９）「第６章　経済と安全保障」邦訳
，

　　ｐ１２３

１７）渡辺治，後藤道夫両氏は筆者があげたのと同じ指標にもとづいて，日本が９０年代中葉に現代帝国主

　　義化したと規定している。それは，軍事大国化と同様に日米合作であり ，両国の戦略的要請，利害に

　　よる。しかし２つの理由，自衡隊の海外出動（武力行使を含む）の白由化が未達成であること ，憲法

　　９条の改正，防衛基本法が実現していないことから，この帝国主義化は未完了だとする。ここでの現

　　代帝国主義概念は，１９世紀の自由貿易帝国主義，２０世紀前半の列強帝国主義と区別され，植民地保有

　　を放棄し，アメリカが支配的地位を占める第２次大戦後のそれをさす。それは７０年代以降新段階に入

　　り ，多国籍企業が，とくに開発途上国に対して支配収奪を強めていることに特徴を見出している。筆

　　者は両氏の所説に共感するところが多いが，現代日本の本質規定に，帝国主義概念がふさわしいかど

　　うかについて，まだ結論を保留している。詳しくは（渡辺治，１９９６），（後藤道夫 ・伊藤正直，１９９６）

　　参照
。

１８）防衛庁『防衛白書』各年版にもとづく
。

１９）主として同上『防衛白書』２０００年度版に基づく
。

２０）室山義正氏は９０年代の初めに，日本の防衛費と軍事力が東アジアにおいて突出し，軍事大国の実質

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１７０）
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　を備えるとともに周辺諸国の大きな脅威となりつつあることをいくつかの指標で明快に指摘していた 。

　例えばＮＩＥＳの優等生で「地域的軍事大国」である韓国においても ，高価なハイテク兵器であるイ

　ージス艦の保有は経済力，技術力の点から事実上不可能であることをその証左としてあげている 。

　「米国以外の太平洋諸国と比較すれば，日本の軍事的能力の意味は一層よくわかる。……仮に韓国で

　イージス艦を建造すれば，その負担が軍事費，ＧＮＰ比してきわめて重大な負担になることがわかる 。

　イージス艦一隻の価格は，日本では防衛費の３．３％にすぎないが，韓国では対ＧＮＰ比で日本の４ ・５倍

　もの防衛費を支出しているにもかかわらず，２４．９％にも達することになる。……イージス艦一隻の価

　格は，韓国ＧＮＰのＯ．６％にも達するのである。日本の防衛費がＧＮＰ１％であることを考えれば明ら

　かなごとく ，それは韓国がイージス艦を保有することが全く不可能であることを示している 。」（室山

　義正，１９９２（上））ｐｐ．５７６－７

２１）　日本は集団的白衛権について憲法９条を理由に公式には否定しているが，この点もＥＵ主要国と

　の大きな違いの１つである。アメリカが今後日本に対しその容認と行使を求めることは明らかであり ，

　日本側にも強い動きがある。アーミテージ（アジア担当の現国務副長官）が中心となっ てまとめた特

　別報告（２０００年１０月）は事実上アメリカ対日政策の基本文書といってよいが，そこでは集団的自衛権

　の公認を強く求めている。（米国国防大学国家戦略研究所，２０００）参照 。

２２）後藤道夫は帝国主義と大衆社会統合との一体的関係に着目し，優れた歴史的分析を行っている 。福

　祉国家は現代帝国主義におけるその形態であるが，８０年代以降のアメリカの貧困層増大と ，社会保障

　機能の変質　後退を分析して，大衆社会統合は再編　収縮の下にあるとしている 。（後藤道夫　伊藤

　正直，１９９６）第１部，３部参照 。
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